
論文

戦後における会計制度の近代化(そのー)

日次

Iはじめに
ヨ敗戦直後の会計とGHQの指示
( 1 )鷲閥解体と経演活動の再建

(2) GヨQの信務諸表作成詣示
盟会計近代化への二つの流れ

( 1 )慰務表標準化委員会の設置への動向

( 2)金業会計基準法の制定への動向

N企業会計基準法の構想
( 1 )金業会計制度対策調査会の設置

( 2 )企業会計基準法と金業会計京周一般原貼
V経済安定本部の設置とその動向
羽まとめ

I はじめに

我が国は、第二次世界大戦による敗戦車畿の荒

棄と経済混乱の中、経済復興を急務の課題として、

昭和21年10月15日「企業再建整舗法J1)を公帯し、

金業の再建に着手したc

致容は、占領当局 (GヨQ) との協議により、

財閥の解体、軍需工場から民需工場への急速な転

換が麗られたc

GHQは、我が国経済の再建を留るに当たって、

金業の実態を把握するため、企業会許の整備を取

り上げ、官報昭和21年11月25日付、指定曾社令

(ポツダム勅令第567援) 2)に基づいて、 GHQ経

済科学局から、指定会社に対して、昭和22年12丹

総司今部「工業会社及ピ高事会社ノ財務諸表作成

ニ関スル指示書J(Instruction for the Prep訂必on
of Financial Statements of Manufacturing and 

1 )印制局編 「企業再建整備法j法律第四十競
『昭和年罵法令全書J(昭和21年-1) (第20巻-
1 ) 原書房平或19年 1 月 34頁~47頁

2 )印副局編 「勅令第五百六十七競Jr昭和年間法
令全書j(昭和21年 4) (第20巻-4) 原書
房平成19年 2 月 43頁~47頁

竹井芳雄

Trading Companies) (以下指示書という) 3)が送

付されたむ

この指示書は、村顕玄氏と公認、会許士ウィリア

ム・へスラ一氏 (Wi1liamHessler)の再氏によっ

て、二選関という短期間に作成された。 4) 

この指示書に対する金業の対応と財務諸表の提

出について如持に考えられていたか、その当時の

営業報告書より考察する。

次に、会計事j度の近代化について、 GHQの依

頼による指示書の修正を還して財務諸表の標準化

を確立せんとする太田哲三教授、黒i華清教髪、及

び岩田巌教授等の動きと会計制衰の法制化を構想

する上野道輔教授、 G豆Q経済科学局顧問高構正

雄教授等の二つの大きな流れが存在したc53

しかし、昭和23年3月24日、経済安定本蔀の中

に f金業会計制度対策調査会Jが設置され、この
二つの流れが続一化されていった。 6) 

続いて、我が国で最初の昭和9年8月、高工雀

「信務諸表準員立J(確定積〉を基礎に、アメワカの
iS廷M会計原尉」、イギリス会社法 (1948年法)等

の欧米諸外国の会計髄度を積極的に取り入れ7¥

3) r工業会社及ピ商事会社ノ財務諸表作成二関スル
指示書J(Instruction for the Preparation of 
Financia1 Statements of Manufac包ringandτ'rading 
CompanIes)新井議光編 「日本会計・監査規範
形或史料j中央経済社平成元年4月74頁-125頁
4)村讃玄 「企業会計原馬車j定の由来Jr公認会計士j
第26号公認、会許士論会昭和34年1月 10頁
5 )黒薄清 「史粍:日本の会計制震<3 >J r企業
会計j 詔和54年3月 98頁
6 )黒i事 河上書 99頁
7) rSHM会計原則j及び fイギリス会社法jについて。
T.H匂ld郎、 H.RHa姐.eld、U.M∞r、“A旬結nentof 
.Ao:n凶拍車日セlCIJ:通信ft 1938原本安一編著 rs豆括会言
原期解説j説務経理協会昭和62年12月「イギリス会
社法J-1948年法、 1967年法一法務資料必8号昭和
必年9月 法務大臣官房司法法制調査蔀司法法制課
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我が国の会計原則の構想について検討が重ねられ

たc

その結果、昭和24年7月9日経済安定本部企業会

計制度対策調査会辻、新たに「一般票刻jを設け

て、中関報告として、「金業会計原則jを公表し

たのであるc この中で f企業会計原則J，こ初めて
設けられた f一般原溺」について、その形成過程

及び我が菌の「企業会計壕則jが法観化に至らず、

「中詞報告Jとして発表された経緯等当時の資料
に基づき明らかにする。

最後に、黒津清教授等によって、我が居の敗戦

によるGHQの管理下記おいて、欧米諸外国の会

計事j度を積撞的に取り入れ、彊期間に会話事j度の

近代化を確立した。当時、黒津清教授が強く主張

された f会計学を社会科学にまでたかめる努力j

辻、知荷にして確立されたか、戦爵と戦後の会計

制度の比較を通して明らかにしようとするもので

ある。

ヨ敗戦車後の会計とGHQの指示

( 1 )財閥解体と経済活動の再建

我が国の封題解体は、 G百Qの指示とそれに基

づく E本政宥案を承認するという形で実擁され

たG 次にその経過を明らか;こする。

「封閥解体は、第二次世界大戦終結後の重要な

致策課題のーっとして戦時中からアメリカ政府に

よって検討され、占領政策の基本を定めた二つの

公式文書『降伏後における米国の初期対百方針j

(1945年9月§日)および f日本の出鎮の基本的指
令J(1945年11月3日〉に明記されたoJ8) 

GHQの財閥解体の指示に対して、日本政府は、
次の「持抹会社解体に関する日本政府案J9)を提
出している G

8)経済安定本部戦後経諸政策資料

綜合研究罷発機講 (NI豆A)戦後経請政策費耗研
究会・間椅哲苛 「財閥解体・集中排除関係資

料(1 ) J日本経済評論社平成10年 5月 14莫
9)経境安定本部戦後経済政策資料

向上書 「持株会社解体に隠する日本政府提案j

-2一戦後における会許制衰の近代化〈そのー)

「三井本社、安田保善社、住友本社、株式会社

三菱本社一〈以下持株会社と称す)一誌、連合最

高司令官の肴望に定、じ自発的解体の意向を以て大

義大臣と会談を重ねてきたり c 以上高社及び自発

的解体を申し出る向性格の飽商社の解体を統轄す

べく次の如き計画を提案し、承認を求む。

~A、持株会社は、其の所宥する一切の証券及

びあらゆる商社、法人其の他金業に対する一切の

所有権管理、利権の表示物を持株会社清算委員会

に移管すべし。..，・H ・.，J 10) (傍点引用者)

日本政府からの提案に対して、 GHQ最高司令

部は大務で了解をして、次の通り毘答した。(司

令部見解O印が追加詣令である。〉

「十一月六百付最高司令部発覚書

{持株会社解体ノ件i二関すスル見解...・H ・..特

二注巨スヘキ点ハ十一足四日尉日本政蔚発覚書四

索開ノ柔長ノ動産、不動産ニハ直接触レ居ラサル

二対シ最高司令部カ所誇持株会社ノ解体二止ラス

西財照義義ノ一切ノ動産、不動産二対シ極メテ薮

重ナル要求〈処分ノ禁止、十一月~8現況ノ報告、

本年初頭ヨリノ取ヲiノ報告〉ヲ提出シ来レル点二
在1)ト言フヘシ。J111 

我が国の敗戦による荒療した経済社会の再建

辻、 GHQ最高司令部による慰跨解体に始まった

のであるが、企業の再建は、軍需産業から独立し、

民需産業としての第二会社の設立から開始されたむ

我が国の会許学者は、敗戦後直ちに、新たに第

二会社の設立に参画し、既存の軍需会社を独立さ

せ、企業再建と経済復興に協力したのであるD

その中で、企業の再建と金業会計の整舗は緊急

の課題として取り上げられ、日本学錆振興会がそ

の中心的な役割を果たすこととなった。

日本学術振興会の会議議事録を通して全業再建

〈日本政府より連合国最高指令部への昭和20年11
月4日付覚書) 25頁~30頁
10)経漬安定本部戦後経清政策資科 向上書 25夏
11)経済安定本誌戦後経請致策資科 向上書 31頁



の動向について鳴らかにするむ

「昭和21年5月 日本学街振興曾第八十四(経

賛経理)小委員曾(議事録)

第二曾社案ニ帰スル意見書

一、現時生産陸路ノ根源。軍需事業ノ民需事業

ヘノ韓換ハ現時国民経済的要請大ナル二拘

ラズ今日尚極メテ援輿ノ遅遅タルハ甚ダ遺

様トセラレル嘉デアル。

軍需曾社ハ戦時中不健全ナル膨張ヲ遂ゲ、

資産内容又極メテ悪イ。加フルニ襲戦後各

般ノ詮路二制約セラレテ動キガトレナクナ

ッテ岩ル。...・H ・..J 121 

戦後の荒嘉した軍需産業から平和産業への転換

を図るべく新たに第二会社を設立し、軍需産業と

切離すことによって我が匿の産業の再建と近代化

を達成すべく次の通り提唱したのであるむ

f第二曾社案ノ提唱、此ノ現状二鑑ミ、生産体

割ヲ強化整舗シ、経理不安ヲ除去シ、民書品生産

ノ速行ヲ図ルタメニハ、別悟事業体へノ韓換、又

ハ新金業体ノ創設ヲ行ッテ再出発ヲスル必要ガア

jレO

一、第二曾社ノ性格

( 1 )第二曾社ハ軍需曾社(第一曾社)ノ轄

換部門及ピ民需部門ノ切離シ部門ノ生

産業務権嘗者デアッテ、生産上必要ナ

ル諸設構、資材、従業員等ノ引護シヲ

受ケ・........

( 2)第二曾社ハ濁立ノ法人捧ヲ有スル……

( 3 )第一曾社ハ部分的ニ事業ヲ績行スル外

主トシテ整理曾社トシテ残り、・

(引第二会社ノ事業ノ経替ハ、此ノ業務ニ

経験アル経替撞嘗者ヲシテ之ニ嘗ラシ

ムモノデアル。

二、第二曾社ノ設立

( 1 )第二曾社ノ事業ハ第一曾社ノ轄換事業ヲ

受託シ、又其ノ設葡等ヲ賃告シテ行フ…

12)日本学術援興曾学術蔀 第八十四回(経管経理)
小委員曾「第二曾社案ニ関スル意見書」黒津文
産自録E第一次史料1I-21-3

( 2 )第二曾社ノ資本金ノ出資者ハ第一曾社

ノ株主、社債権者、従業員等トシ、各

義主ノ持チ得ル株式ハ株式総数ノ10%

ヲ超ユルヲ得ナイ c ………J1 

この提案をした日本学籍振興曾学術部は、次の

16名の委員で構成されていたa

f委員長平井泰太部

委員 岩田巌、太田哲三、 JII島孝彦、黒葎請、

淘出誠太郎、高官晋、竹中龍雄、林健二、出下勝

治、野田信夫、渡辺義雄。

研究嘱託大塚敏郎、山城章J141 

昭和21年8丹15日 f曾社経理応急措置法J(法律
第七号)が公害され、第二曾社に対して戦時補僕

の支給をすることにより会社経理の円滑化を図っ

たむこの法律により戦時補償を受ける会社を「特

別経理会社jといい、次の通り規定した。

f第一穣 この法害で特別経理会社とは、左に

掲げる曾社をいふ。

一、昭和二十一年八月十一司午前零時(以下指

定時といふJ において、戦時補賞金等の

公布を受け、若しくはその公布を受ける権

利を有する資本金二十真菌以上ノ曾社。…

第五保特関経理曾社は、遅滞なく、指定時現

在における財産自録、貸借封照表、動産、

不動産、債権、その他の財産及び事責務に関

する明結書並びに指定時を含む事業年度開

始の日から指定時に至るまでの損益計算書

を作或しなければならない。…

第七候特別経理曾社には、指定時において、

新勘定及び奮勘定を設けるoJ15) 

13)日本学術振興曾学衛部 同上書
黒i宰文庫目録E第一次史軒1I-21-3 
14)日本学術振興曾学籍部 向上書
黒i華文庫呂録E第一次史料1I-21-3 

15)司劇局編 「昭和年間法令全書J(昭和21年-1)
悪書房昭和19年 1 月 4 頁~9 頁
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日本学街振興曾学衛部は、この「曾社経理応急

措置法J，こ基づき、特関経理曾社の参考に資すべ
く、昭和21年12月258r新i日南勘定区分整理基準
案J16)を発表し、我が国の経済復興時の会計処理
に対して貢献したのであった。

新!日再勘定の区分整理基準案の概要を示すと次

の通りである。

「資産の部

1固定資産

A現に稼欝中のもの、将来金業再建に必要なもの

(例えば主要材料、部材料等未稼働なるも、資

材入手次第操業可能の設積財産)は新勘定に編

入すること。

2今後操業経続に必要なき罰定資産はi自動定に編

入すること。-

( 1 )有形画定資産

イ土地、ロ建物、ハ構築物、ニ機械装置、

ホ船舶、へ車両運搬具、 ト工其、器具錆
ロ
ロI::s、

以上の項自で拡張男其飽操業経続に不要

なものは沼勘定合-

チ建設鍍勘定(産業設嶺営団に代行して

建設中の設備は勿論、額融定又は立替金

として泊勘定に麗入すること)

(2 )舞形資産

イ地上握、鏡業権、水利権等(廃坑とな

りたる鏡業権にして麹の部分と涯分し難

きものは一括して新勘定)

E営業権(原則として!日勘定とすること〉

ハ設立費(~ ) 

ニ試験研究費〈予定操業上必要なものは

新島定とするも、原則として旧勘定〉

本開発費( ク ) 

( 3 )長期出資

イ資本参加〈原期として18酷定、将来の

操業に必要なることの確定したるものを

16) 百本学術掻輿曾学術部経善経理第八十四小委員

曾 「新18両勘定区分整理基準案j昭和21年12
月 黒薄文庫自録E第一次史料豆一21-1

-4一戦後における会計制度の近代化〈そのー)

後に新勘定に移すこと)

ロ長期貸付金(原尉として!日勘定〉

(4 )在外資産及賠讃工場

イ在外資産酷定を設けて一括して18勘定

に編入することc

ロ賠積指定工場に屡するもの辻、原開と

して!日勤定に編入するけれども、現に操

業中のものは新勘定とし、賠噴きi当決定

のとき別途整理することc

2涜動資産

( 1 )概卸資産

イ原料、材料及屑(震関として新勘定。

ロ漉耗品( ~ ) 

ノ、半製品〈原員立として新勘定c 操業を継

続せざるものをi日勤定とする)

ニ製品(原期として新勘定〉

ホ詔j産物(半製品に同じ)

へ仕卦品(一定のものは新勘定)

( 2 )嘗座勘定

イ有樋証券〈国費、株式、社積等原尉と

してi日勘定)

ロ短期賓権〈短期貸付金、前払代金、立

替金等詣定時以前のものは当然!日勘定)

ハ売上賓権(特経会社に対する売掛金は

18勘定〉

負債及資本の蔀

負債及資本は原知として!日勘定なるも、特定の

場合に新勘定記載を認める必要がある。...・H ・..J 17) 

緩いて、我が国の政府は、昭和21年10月18日

f企業再建整構法J(法律第四十競)を制定し、企
業の再建と経理処理の近代化の促進を図った。こ

の f全業再建整備法jの内容の概要は、次の通り

であるq

f企業再建整舗法〈法律第四十競)

17) 司本学術振興曾学籍部経管経理第84小委員会

f新!日爵勘定豆分整理基準案」
昭和21年12丹 1 頁~1O頁黒葎文庫吾録証
第一次史砦n-21-1 



第一様、この法律は、曾社経理鷹急措量法の適

荊を受けるものについて、戦詩補償特別税を課せ

られること等に因り生じた損失を適正に麗理し、

以て産業の健全な函復及び振興を図ることを目的

とするむ....

第三章整構計画書の立案

第五僚、資本金五百高層以上の特別経理株式曾

社...・H ・..命令の定めるところにより整舗計彊書を

立案し、命令の定める期間内に主務大臣の認可を

申請しなければならない。………J18) 

各金業は、独自の整錆言f画書を作成し主務大臣

の認可を取得し、積極的に企業の近代化に努力し

たのであるc

(2) GHQの財務諸表作成の指示

昭和21年11月25日、ポツダム勅令第567号で規

定された指定会社に対して、 GHQ経済科学局は、

我が国の会計制度が不錆であるという理由によっ

て、昭和22年7月「工業会杜友び蕗事会社の信務

諸表作成に関する指示書J(Instruction for the 
Preparation of Financial Statements of 

Manufacturing and Trading Companies)協を送付

し、この指示書に基づき財務諸表を作成するよう

命じたのである。

この指示書は、村瀬玄氏の日本語訳初)を討して

送付され、詔租23年6月15日までに大蔵省調査部

宛に蕗送又詰提出すべしと次の通ち指示された。

f報告舎社ノタメノ指示書

以下ノ報告書各々英文四通ヲ、昭和二十三年六月

十五E迄ニ大産省調査部宛ニ蕗送又ハ提出スルコト。

韓合貸借対黒表

18)印割局編 f昭和年間法令全書J(昭和21年 1 ) 
原書房平或19年 1 丹 34頁~35頁

19) i工業会社及び商事会社の慰務諸表作成に関す
る指示書」 新井清克編 「日本会計・監査規

範形成史料j中央経講社 平成元年 4丹 74頁
~125頁

20)村頭玄 「企業会計原知制定の畠来Jr公認会計
士j第26号公認会計士協会昭和34年 1月
9 頁~10頁

喜志合損益計葬書

一穀報告書

コノ度ハ詳縮ニ亘ル封務報告書類(添付スル

CDEF表参照)ハ要求シナイむシカシ要綱表ハ報

告曾社ガ将来ノ詳細ニ亘ル報告書類ノ要求ニ躍ズ

ルコトガ出来ルタメト、ソシテ又現在要求サレル

総合報告書類ヲ指示書ニ示サレタ原慰ニ確実ニ一

致サ七ルタメニ、注意ヲ以テ譲マネパナラナイ♀

誌合貸借対顛表ハ最モ最近ノ坂決算ノ司付ノモノ

デアルコト c

捻合損益計算書ハ貸借対照表ノ日付ニ終ル十二

ケ丹分ノモノデアルコト。j鉛(傍点引用者〉

GHQ は、貸告対照表及び損益計算書をこの指

示書に従って作成し、仮決算日を定めて報告する

よう求めたのであるむ

次にこの詣示書の構成及び内容について考察する C

f工業会社及ピ商事会社ノ財務諸表枠或ニ関ス

ル指示書

結論

コノ結論ノ次ニ西洋諸国ニ於テー殻ニ認メラレ

テイル会計潰習ニ従ツタ工業会社及ビ商事会社ノ

財務諸表ニ関スル詳細ナル説明及ど指示ガアル。

コノ指示要項ノ第一目的ハ連合軍弓令部ガ吾本ニ

健全豆つ民主的産業経済ヲ梼立七ントスル努力ニ

関連シテ持々同司令部ガ要求スル明瞭ニシテ会得

シ得ル財務報告書類ノ作成ニ当ッテ日本ノ各会社

ヲ援訪セントスルニアル口第二ノ目的ハ日本ノ商

工業会計処理法ヲ改善標準化スル基礎ヲ作ルニア

ルc 過去ニ於テ連合司令部ニ提出サレタ報告書ヲ見

ルニ会計処理法中遺犠ノ点ガ甚ダ多イ o ...・H ・..Jω 

GHQの指示書は、第ーに「健全且民主的産業

経済ノ樹立J、第二に f蕗工業会計処理法ヲ改善
標準化Jすることを目的としていたD

またGHQの詣示書は、我が匿の金業が守らなけ

21) i報告書ノタメノ指示書j “Instructionfor 
Repor討ngCompanies"票、津文庫目録豆第一次史
料豆一14-9

22)新井清光編前掲書 74頁

龍谷ビジネスレゼュ-No.9 -5-



ればならない規則として、次の五項目を掲げてい

るD

「コレ等ノ震期ハ決シテ認ス可カラザルモノデアル司

A財務諸表中ノ各項E下ノ同種類ノ資産、負債、

収入又ハ支出ノミヲ列記ノコト。決シテ異ナ

ル性賓ノ項目ヲ集計セザルコト司

B各項吾ニハソノ性質ヲ明瞭ニ示ス科自ヲ罵ウ

ルコト。

C各項自ノ科目及ピ大科目ハ一般ニ認メラレテイ

ル会計用語ニ一致セネパナラナイ.…-

D各項呂ハソノ適正書類、或ハ大科自ノ下ニ示

サネパナラナイ。-

E全部ノ諸表ニ会社名及ピソノ作成日、又ハソ

ノ期間ヲ冒頭ニ示スコトoJお}

この指示書で示された五項目は、貸借対照表及

び損益計算書の作或に当たって、当熱守らなけれ

ばならない事項ではあるが、当時にあっては充分

に各企業ζ局短されていなかった。特に、敗戦直

諒にあっては陸軍省及び海軍省の財務諸表の作成基

準が徹患されてお号、各金業の混乱は推察される号

次に、貸借対照表及び損益計算書の作成に当た

って一般的な留意事項を次の通り説明している。

「詳細貸借対照表ニ関スル説明

概註

会社名ハ各書類ニローマ字及ど英文ニテ書カネ

バナラズ、貸借対黒表ノ日付モ又貸情対照表ノ冒

頭ニ示サネパナラナイ G 貸借対照表ノ資産ノ部ニ

オケル諸資産ノ配列法、負債及ピ正味信産(注意自

己資本ト訳サレル場合モアル)ノ部ニ於ケル諸負費、

正味財産ノ配弼法ハ最モ重要デアJ九...・H ・..J 24) 

その他、大科目及び各勘定科巨の区分、板払金の

表示は認められないこと、操越損失金、未払込資本

金について、我が冨では貸器対無表の資産の蔀に表

示する曹噴を指示書では認めない旨の説明紛がある。

23) 新井祷光編前掲書 77頁~78頁
24) 新井清光編前掲書 78頁~79頁

-6一戦後における会許制度の近代色〈そのー)

巳本の会計慣習とGHQの指示書では一部差異

があり、現金、売掛金、前渡金、立替金、代理活

貸、雑勘定、擁卸資産、投資、固定資産、繰延費

用、前払費用、蕪体資産、在外資産、短期負債、

長期負費、引当金(評倍註、負債性)、在外負債、

及び正味財産等について、それぞれその内容を説

明している。

そこで、最大の問題とされた f未払込資本金J
の表示について、次の説明がなされたむ

「未払込資本金ヲ貸借対思表ノ資産ノ儒ニ示ス

コトハ日本ノ久シイ間ノ慣習デアッタ。コノ'慣習

ハ良キ会計実務ニハ是認、サレルモノデハナイ。

喧々塞々タル論争ガコノ習慣弁護ノタメニナサ

レ、主要点トシテ司本ニオイテ未払込資本金ハ法

律ニ依リ伺時デモ重量収出来ルコトガアゲラレテイ

ル。コノ事実ガ未払込資本金ヲ議論ノ余地ナク資

産ニスルコトノ主張デアルョ傍シ良キ会計慣習ハ

次ノ加ク答エル。

( 1 )議論ノ要旨ハ未払込株式ノ払込通知ヲス

ルマデ徴叙ガ出来ナイコトヲ認メルシ又払込通知

ガ何時ナサレルカモ疑問デアルc

又 (2)何レニセヨ貸借対照表ノ目的ハ一方ニ

資産ヲ表示シ他方ニハ負債ト正味鷲産トヲ示スベ

キデアルc

正味財産ハ払込資本金ト未処分利益ヲ恕ヘタモ

ノ(或ハ蓄穣損失ヲ差引イタモノ)デアワ資産ノ

所有者ノ所脊権ヲ示スモノデアル。ソレ故ニ払込

通知ヲナシタニ拘ラズ払込ナキ金額ヲ資産ニ挙ゲ

ルコトニハ幾分カノ正当ガアルニセヨ未ダ払込ム

ベキ昏ノ通知ノナイ資本金ソノモノヲ資産トシテ

取扱フ故ニ資産合討及ピ正味財産合計ノ金額ガ膨大

スル日本ノ慣習ニハ決シテ確カナ正当性ハナイ。」お}

この結果、 GHQは、未払込資本金を貸借対照

表の資産の部に計上することを禁じたむ

このGHQの詣示後、未払込資本金は、我が留

の貸借対照表の資産の蔀より削除され、資本の部

25)新井清光編前掲書 79頁
26) 新井清光編前掲書 92頁~93頁



のマイナス表示することもなくなったむ

次に損益計算書の区分表示について、簡潔に示

すこととするo r損益計算書ニ関スル説明事項
D表ハ、収入支出ノ各種ノ項Eガ損益計算書ノ
五ッノ大キナ標題下ニ如何ニ整理サルベキデアル

カヲ示ス5

A表

会社名(ローマ字、英訳の表示)

総合貸錆対照表

現在

資 産

圏内淀動資産

国内投資

繰延費用

無形資産

ソノ飽国内資産

在外資産

資産会計

B表

会社名(ローマ字、英訳の表示)

総合損益計尊書

期間

営業収入〈正味売上)

(減〉製品(又ハサーヴイス)売上原価

総益

(減〉営業費

営業純益

営業外収益

総収入

(減)営業外費用

純益

五大標題トハ次ノ如シ

営業i収入、製品又ハサーヴイス売上原画、営業

費用、営業外収入、営業外諸費用J2 

次に、上記の表示区分に基づき、貸借対照表及

び損益計算書を簡略に示すと次の通りであるむ

負債及び資本

国内流動負債

国内長期負債

繰延収入

負債性引当金

ソノ他国内負債

在外負債

負債合計

正味貯産

負賓及ピ正味財産合計

賓住者署名 資語名

責任者署名 資諮名

27) 新井清光編前掲書 94頁~95貢
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成媛大学村滋 玄教授は、 f金業会計原期制定

の由来」の中で、 GHQ経済科学局の指示書の作

成過程について、当時問題となった事項を次のよ

うに説明している。

「ところが終戦後我が留は不幸にも連合国軍の

統治下におかれ披の慰閥解体に関連して、我が国

の主な商工業会社の殆んど全部が所謂制限会社と

指定され、これらの各観限会社は、過去十年間の

分と、その後も定期的にその財務諸表をG.H'

Qの経済科学局調査統計昆に提出しなければなら

ないことになり、また、特定の各種申請書にも財

務諸表の添付を必要としたのであるが、各社から

提出された貸借対照表及び損益許算書の内容は前

ζ述べた商工省の財務諸表準剥が鰐定された当時

と全く千種万態であるのみならず、なおその英訳

も実に滑譜至極なものが多々あって到産調査の自

的を達成することができなかったので、関係当局

はさし当りの応急策として当時調査統計蔀の財務

及びカルテル諜 (Financeand Cartels Branch ) 

長を務めていた米冨イリノイ剤出身のC.P'Aで

あるWilliamHessler氏と筆者とに財務諸表調整に

関する指示書の作成を委嘱したのであるc 何故に

筆者がかかる委嘱を受けることになったかという

に、これ誌少々筆者の自彊話になって甚だ恐縮で

はあるが、当時筆者は、我が国国大財調の一つで

あった合名会社安田保善社の嘱託社員として同社

の渉外部に勤めていて各種書類の英訳とG.H.

a各尾部課員の交渉通訳とに従事していた関係上
調査統計部にもしばしば出頭してヘッスラ一氏と

酉識の間柄であったが安田探善社から提出した各

種書類が非常によくできているという評判で……

筆者に白羽の矢が立った経緯なのであるoJ28) 

村議玄教授は、この指示書の作成過程について、

次の通り説明をしている。

28)村議玄 「企業会計原則鰐定的由来Jr公認会計
土j第26号公認会計士協会昭和34年 1月
9 頁~1O夏

指、当原稿iま公認会計士昔話度十周年記念蕗号iこ掲載
予定を当紙にも掲載されたものであるとする但

し書きがある。

-8一戦後における会計事j震の近代化〈そのー)

「その指示書は三選関かかってできたのである

が、そのうち一週間は、『揚込未済資本金』を貸

借対照表の借方資産之部に記載するか否かに関し

て筆者とヘッスラー氏との関の盛んな議論に費や

されたのであるからこれを除くと二遇詞の短時日

に大急ぎで作成したものであって決して完壁なも

のでないにも拘わらず、 G.耳・ Qの当局はこの

詣示書を財務諸表作或に関する金科玉条でもある

かのように考えて、単に制限会社のみならずー穀

膏工業もこの指示書に従って財務諸表を作成せし

め、………この指示書を法制免するよう諸量を講

ずる必要があることを力説したのであるoJ掛

現在、 GHQの指示書iこ基づいて提出された貸

借対照表及び損益計算書は存在せず示すことがで

きない。

しかし、昭和23年6丹158までに大義省調査部

宛に提出すべきこととされていたが、実際の企業

の財務諸表は、この提出期限を会計期間として区

切って作成されていなし、このことについて、実

緊の金業の財務諸表の作成呂及び会計期間から

GHQの指示書の提出期眼に提出又は作成されて

いないことを明らかにする。

①帝麗人造絹糸株式曾社

「第58国管業報告書

自昭和21年S月118-至昭和24年8月30日

当金業は企業再建整舗法の規定により、昭和二十

一年八月より、二十四年八月に至る三年の長きに

亘ったがこの照管業概況を左に報告するoJ淘)

ここでは、全業再建整備法に基づき、膏麗人造

絹糸株式会社は、封務諸表を作成しており、昭和

23年6月158を提出期限とするGHQの指示に従っ

て作成されていないことを示している。

敗戦直後は、事業活動が出来ず、 3年間分をま

29)村瀬玄同上書 10貰

30)帝匿人造絹糸株式会社 第58国 脅業報告書
自昭和二十一年八丹十一巨

至招和二十四年八月三十日
神戸大学経済研究所 爵属政策研究リエゾンセンター房車



とめて財務諸表を作或したものと考えるc 注意す

べき点は、決算自が金業会計京剥が公表された昭

和24年7足98以降の昭和24年8月308となっているc

参考までに飽の企業も、企業会計原則が公表さ

れた前後の呂fすが決算日として、財務諸表が作成
されている。

②旭化成工業株式曾社

f第32期警業報告書

自昭和21年S月118 至昭和24年8月298

昭和21年8丹11日(曾社経理応急措置法による指

定時)より昭和24年6月298 (金業再建整備法に

よる薪奮勘定合併の日〉に至る期関における業務

の要領及び諸決算の各項を次の通り御報告申しあ

げます。j鉛

ミむ日本レイヨン株式曾社

f第匝十三田報告書

自昭和21年8月11日 至昭和23年8月11日j却

しかし、上記の営業報告書等には 3年間の会計

期間となった理由についての記録は存在しないむ

黒翠清教授は、 GHQ経済科学局の指示書がうま

く棲龍しなかった原因として、次の理由を掲げて

いる 5

f第一資本市場への開示制度としての理念が欠

如していたこと。

第二特にすでに公布されていた証券取引法(特

に公認会計士監査)への対応がなされていなかっ

た点であるJ 却

第二次世界大戦の敗戦請は、金業の財務諸表を

際示することは金業の内部情報が外部に流出する

こととなり、また、戦時体制下では金業秘密及び

31)塩化成工業株式曾社 第32期管業報告書
自昭和21年8丹118
至昭和24年6月298
神戸大学経請研究所 前属政策研究リエゾンセンター所蔵

32) 日本レイヨン株式曾社 第四十三回報告書
営業報告集或第五集 マイクロフィルム販雄

松堂出版平成7年 9月 42頁
33)黒浬靖 f史料:日本の会計事j震<3 >J r金業
会計j 中央経済社昭和54年 3J3 98頁

国務という観点からも極度に制課されていたこと

による混乱を避けることができなかったものと考

えるc

次章では、会許制度の近代化が如何にして会計

学者の手によって進められたか、その形成過程を

明らかにする。

E会計近代化への二つの流れ

( 1 )財務表標準化委員会の設置への動向

GHQは、昭和22年7月「工業会社及び商事会社

の鴬務諸表作成に関する指示書jに基づき君務諸

表を作成するよう命じたが、昭和22年10月頃、

GHQ経済科学局辻、「指示書jの修正を太田哲三

教授等に命じ、産業経理協会に私設委員会を設け

その作業に着手したc 黒j畢清教授は、当時の状況

について次の通り述べている。

iESSから f指示書』の修正を委嘱され、太田

哲三先生を中心として、産業経理詰会のなかに、

私設委員会を作り、その審議検討にとりかかった。

昭和22年10丹ごろのことだ‘ったと患う 9 委員会の

メンバーは、太田先生のほか、岩田、黒淳、今井、

鍋島、その他の諸君だったむjω

昭和22年11月208、太田哲三教授を中，心とする

第一回財務表標準化委員会が開催されたc その議

事録より審議の経過を明らかにすると次の通りで

ある。

f第一回財務表標準化委員会記録

日時昭和二十二年十一月二十日 午後二時~五時

場所丸の内興銀第一曾議室

出席者委員長太田哲三

起草委員岩田巌

幹事産業経理協会専務理事鏡島達

その也出席者(弐)小野溝造、(代〉

加藤寛一、西野嘉一郎、渡逗義雄、加藤戒三、金

34)黒i華清 「史料:百本の会計制度<3 >J r金業
会計』中央経済社昭和54年3丹 98頁
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子住一部、棲井富夫、鈴木竹難、中西寅雄、

山間政朝。

(引沼者注 当日黒i畢清教授の出窓記録はない。〉

委員会の名称………「財務表標準化委員会J

開催は、当分の関毎遺一回を原尉として木曜午

後、貸借対照表よち審議を開始する。

議題(1 )裏目を罰定的なものにするか融通性を

もたせるか。

( 2 )利益処分前の数字を掲載するか後の数

字を掲ぐるかむ

( 3 )項目の配列法

(4 )資産負賓の分類法(持に固定、流動、

投資、雑勘定)

( 5 )誠値慎却の方法(宣接法、間接法)

(6 )引当金(納税引当金、退職積立金等〉

( 7 )臨時評価損益の如きものを設くるや否や。

(8 )委員は適当な者が居る時は追加すること。

( 9 )本委員会は理財罰と連結の上運営すること。jおi

上記の委員構成により、毎週一回を目標に関盤

予定であったが、黒葎清教授の欠席にも関係する

のかその後の会議記録は残されていなし凡その結

果、 GHQ経済啓学局の指示についてどこまで修

正されたのか不明であるむ

太田哲三教授は、自己の会計画顧録である f近

代会計側面誌」一会計学の六十年一刻にも委員長

としての活動記録もなく、指示書の修正作業に対

する記録は存在しない。

しかし、黒津清教授は、自ら両委員会に所属し

ていた旨の当人の記録部が残されているむ

ここで注冒すべき点は、黒淳清教授をはじめ我

が国の会計学者は欧米諸外国の会計原則につい

て、 GHQの指示を待つまでもなく研究されてい

35) r第一司財務表標準化委員会記録」黒津文庫自
録E第一次史料II-12-1 
36)太田哲三 「近代会計舗面誌J-会計学の六十年
一中央経済社昭和信年5，.ij 212貢~214頁
37)累j華清「史料 :8本の会許制度<4 >J r企業会
言行中央経済社昭和54年4丹 98頁

-10一戦後における会計制度の近代化(そのー)

たことである。

「私どもは、その当時すでに、アメリカのSEC

の金業内容開示制度(ディスクロージュア制度〉、

および会計連続公報 (Accoun註ngSeries Release)、

1936年のAAA1会社財務報告に関する会計原則試

案」、 1938年のSHMr会計震則意見書j、1941年
のAAAr会社財務藷表の基礎をなす会計諸原国j等
を入手しており、ある程度研究を深めてきたむj掛

次章では、この封務表標準化委員会の動きに対

して、「金業会計基準法jの法制度化に向けた新

たな動きについて考察する。

( 2) 1金業会計基準法」の制定への動向

「全業会計基準法Jの溝想、は、昭和23年5月比自
上野道輔会長を中心に f会計基準及び教育会議」

が放送会館で開催され、その中で f会計基準法J
を鰐定し「会計基準委員会jの手によって企業会

計の近代化を達成せんとする決議がなされたので

ある。この f企業会計基準法jの構想の提案者に

ついて、黒津清教授は次のように述べているO

15月14日の f会計基準及び教育会議iは、当時、
内幸町に在った放送会館 (NHK)の集会室で開

催されたむ議長は上野会長が参加者の総意で指名

されたの誌当然であるが、 G耳Q舗のモス及びへ

スラーの挨拶のあと、社会党の顧問だった高橋正

雄氏が、この会議に関する報告演説をしているこ

とは、今日では不思議に思う人もあろうかと思

つ。

しかし高榛教授こそ、会計基準法の発想者で、彼

が上野博士に提案したことが、この会議に対するき

っかけの一つであったのであるoJお) (傍立引用者)

この「会計基準及び教育会議Jの結果、次の
f決議案J(Resolu討on) 40) を採択、芦田内陣総理
大臣へ提出された。

38)黒津講同上書 98頁
39)黒揮清「史料:日本の会許制変<1 >J r金業会
計j中央経済社昭和54年1丹 100頁



次にその「決議案jの全文を紹介することとするD

「決議案

呂本経済の民主的再建に当たり全業会計制度の

改善は最も緊要な条件の一つである。歌未先進国

の金業会計の進歩の実情に比較して、我が国の会

計実務が甚だしく立ちおくれていることは、周知

の通りであるが、この結果として金業の財政状態

及び経営成額に隠する正確な把握が国難であり、

有効適切な経営統計を作ることも揚げられている

実状である己売ず企業会計の近代化を留り、日本

経済の健全化の科学的基礎を確立しなければ、外

資導入によって産業復興の轄をつかむことも医難

であるし、物倍程系の安定化、金業金融の合理化、

証券投資の民主化、投資大衆の保護、企業課税の

適正化、労働争議その組産業上の紛議に対する適

正な金業経理資料の提供等近代会計と密接な関係の

ある藷問題の解決iこ寄与することも不可能であるむ

釘て速かに会計制度並に会計教育委員会(仮祢)

を設置し、各方面の知能経験を綜合して、金業会

計の改善を計ると同時に、その前提となるべき会

計教育の根本的尉新を行う為必要な基礎調査をな

さしめ、その成果を直ちに実施普及すべき組織を

設ける必要がある。

右建議するoJ41) 

この結果、会計の近代化への二つの流れは、芦

田内罷総理大臣への「建議案Jの提出によって統
合化されていった。

芦田内閣総理大臣辻、昭和23年6月29日「企業会

計制度対策調査会設量に関する件jを関議決定却

し、会計の近代化が具体的に動き出したのであるc

次に芦田内閣の関議決定の決議文を掲げるc

f昭和23年6Yl29日 閣議決定

金業会計事j喪対策調査会設置に関する件

40) “Resolution" to Mr司、AshidaPrime Minister 
Dr M Ueno Chairman Conference 
黒葎文庫呂録E第一次史料n-12-2 
41) i建議案j黒津文庫目録E第一次史料II-12-6 
42)黒淳清「史料:日本の会許制度<1 >J r金業会
計j中央経済社昭和54年1月 100頁

一、我が国の金業会計制度は欧米のそれに比し

て著しく立ち遅れているため企業の経理状

態及び経営或績を正確に把握することが困

難であり、企業の経営統計を作ることも妨

げられている実情である。外資導入の前提

となる経済建全住のための科学的基礎を確

立するためには勿論、金業金融の合理色、

投資者の保護、企業課税の適正北等のため

にも我が国の金業会計制度は早急に改善さ

れねばならないG

よって速やかに企業会計改善のため必要

な組織を設立し、各方面の知能、経験を裁

合結集し企業会計の近代化を図ると共にそ

の前提となる会計教育の根本的刷新を行

い、日本経済の健全イヒのため科学的基礎を

確立することが必要である。

二、よってこの際と号島えず総理庁に左により

企業会計制度対策謂査会(仮称) (以下調

査会という)を設け、金業会計改善の組織

設立のため必要な調査並びに準慌を行うも

のとする。

〈イ)調査会は内閣総理大臣の任命又は委嘱

する関係各庁官吏並びに会計事j更に関

する学識経験者を以て構成し、調査会

のための事務は経済安定本部が担当す

るものとする。

(ロ)講査会の運営に関する事項は闘に定める。j必

上記の閣議決定をうけて、「金業会計制度対策

調査会」の組織規定が次の通り設けられた。

「企業会計制度対策調査会規定 昭和23年7月8日

第一健全業会許制度対策調査会(以下調査会

という)は、我が国産業経済を健全且

つ民主的ならしむる方策の一環とし

て、昭和23年6月29日閣議決定の f企

業会計鰐度対策調査会設置に関する

43)舎「企業会計髄度対策課査会設置に関する件j
司立国会図書館 需議決定等フルテキストデー
タ訳載史料

@黒j華文産自録E第一次史料n-12-7 
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件jに基づき、企業会計の基準及び教

育に関する恒久的組識を設立に関連

し、必要な講査及び準備を行うことを

目的とする。

第二篠 調査会は総理庁に置く 0 ・・H ・H ・-

第六様 委員長が必要と認めるときは、部会を

設置し、委員をこれに配属することが

できる。部会に関する規定は、委員長

がこれを定めるoJ叫}

ここで注意すべき点は、第二篠企業会計制度対

策調査会の設置が、 f経請安定本部」から f総理

庁jに変更されていること、第六候よ与金業会計

原尉が「部会」を中心に検討されていったことで

あるむその結果、経書安定本部は事務を担当する

に過ぎなくなった。

会計制度対策調査会の委員構成は、次に掲げる

通りである G

「会許制度対策調査会委員名簿

委員長上野道轄

委員官庁関係19名

学識隠係構本雅義、岩田最、黒津j吾、

村瀬玄、中西寅雄、鍋島達、

太田哲三、小高泰雄、佐藤孝一、

高橋正誰。

実務関孫 §名J45) 

上記第六僚の規定を受けて、 f金業会計髄度対

策調査会Jの部会規定を次の通り設けた。

「企業会計事j変対策調査会部会規定

第一線金業会許制度対策調査会に総務部会、第

一部会、第二部会、及び第三部会を量く。

第二鋒総務部会は、金業会計の基準、及び教育

に関する垣久的組織を設立するための諦

44) r金業会計制度対叢調査会規定J昭和23年 7月
8日
黒津文塵目録E第一次史料II-5-28 
45) r会計制度対策調査会委員名簿J
黒揮文産自録E第一次史料II-12-15 

-12一戦後における会計髄度の近代化〈そのー)

査及び準欝並びに飽の部会iこ属せざる事

項の調査を行う。

第一部会は財務諸表の改善統ーに関する

調査を行う。

第二部会は金業会計の教育に関する諜査

を行うむ

第三部会は金業会計の監査基準に関する

調査を行う。...・H ・..J係}

この結果、企業会計の基準及び教育に関して、

各部会で其体的に討議される予定であったが、当

初は、各部会との調整を図るため、各部会長連結

会議が関穫された。

以下議事録を通して、金業会計累測が形成さ

れていった過程を明らかにする。

「金業会計制度対策調査会第一国会議

昭和二十三年七月十六日 午後2時

ラジオトゥキョウ 1階五号室

ー開会の辞委員長上野道輔氏

二挨拶 経済安定本部財政金融局長内田常雄氏

連合軍総司令部モス博士

配布書類

一調査会規定

二調査会議事震定

三部会規定

医委員、幹事及び、書記名聾J47) 

この第一回全業会計制度対策調査会の会議決定

に基づいて、具体的に部会件業が開始されること

となった。その数日後には、第一回部会長連絡会

議が関寵されている。

「第一田部会長連絡会議議事録

昭和23年7月288 於放送会館

出窓者上野委員長、委員岩田、中西、

鍋島、佐藤。

46) r企業会許制度対策調査会部会規定J
黒揮文章目録2第一次史料II-12-12 

47) i企業会計制度対策調査会第一回会議J
黒淳文産自録E第一次史料II-12-8 



幹事その他5名

議案

( 1 )会計学説の問題

佐藤 日本の会計学は米英派と独逸派

がj昆清不都合が島り先ず担何な

る学説に抜拠するかを決定する

必要があるc

鍋島、上野 具体的問題に際して決定

すれば良い。

上野米英と独とそんなに対立するも

のでない。

その地

中西学説の論議は意味がないc 日本

の実務は概ね米英式で一貫して

いるが、外資導入上、剰余計算

等にも米英式を採期すべきである。

岩田 米英式にすると高法、税法等日

本の現行事i変に混乱を生じる。

岩田、上野 日本独自の立場に立ちこ

れに外国のものを参考として最

善のものを作るべきである。

( 2 )関係方面との調整

( 3 )勘定組織の統一

( 4 )公金業の会計

( 5 )資軒蒐集について

( 6 )資産評価問題J必(傍点引用者)

最も注目すべき点は、岩田巌、上野道韓両教授に

よって主張された我が国の会許原則は、 E本独言の

立場に立ち、欧米諸外国の先進的会計を取り入れる

ことによって最善のものを作り上げることにあった。

ともすればG耳Qの一方的指示によって作成された

会計原賠或は我が菌には会計原賠に規定する会計慣

習辻存在しない等の議論は的をえない批判と言える。

f第二国部会長連結会議

昭和23年8月2日 於放送会館

出罪者委員長上野

委員橋本、岩田、黒揮、中西、鍋島、小高、

48) r第一回部会長連絡会議議事録j
黒i宰文産目録立第一次史料豆一 3~13 

議事

佐藤、高橋、

その値 10名

(ー)第三部会関係

岩田部会長の運営方針案

第三部会の任務たる「監査基準の調査jに所謂

監査とは、当冨公認会計士の行う監査に隈定し、

その監査基準、手続き等を研究する司之に関し、

1貸惜対照表、損益計算書等のみを対象とし、

常時監査は行わぬ。

2能率監査は対象としない。

3監査に当り準拠すべき会計原賠の研究を担当

する部会を決定する必要がある O

4被監査会社吟自発的に行う内部監査の充実も

緊要であるo (第二部会と関係する0)

5監査報告、証明書の形式、添付説明、意見書

等に関する研究をする。

6監査制度運営の機構の研究...・H ・..

〈二)第一部会関係

黒i事部会長の運営方針案

イ第一段階

財務諸表の改善統一に関する研究をする。

a大義省関係の委員会が従来行っていた財務

諸表の統一改善に関する草案を引き継いで

再検討するむ

る証券寂引委員会規賠に採入れるべき戴務諾

表の標準〈証券取引法一九三捺)と商法に

規定する財務諸表の基準との関連を研究、

両者を区別すべきものなれば、それぞれに

対正、する原案を作成する。

cESSの f工業会社及び高事会社の財務諸表
作成に関する指示書Jを研究する。
せ米屈の証券攻引委員会の財務諸表基準を研

究するc

e日本の諸会社が現に使用せる財務諸表につ

き、従来の商工省の標準財務諸表準賠、

金量読の統一財務諸表草案の普及程度を調

査し、旦つ改善を要する点を明らかにす

るG

f財務諸表改善統一に当っては、連結貸借対

照表 (ConsolidatedB，S)を考患に入れる。
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(奇令部へスラー氏より特に希望もあり、

今後独禁法、税法改正等に関して重大とな

る0)

ロ第二段階

第一段階遂行後資産評舗基準を研究する。程

しこの問題を第一部会で所管することには疑問

もある。

a正嘗持の評舗問題と貨幣偏値変動持のそれ

とを区別し、現下緊要と認めれば資産再評

栖問題の研究に養手する。

b資産再評価問題発展の可能性、必然性があ

れば、進んで草案の如きも作製する。(之

はインフレ終患の様相に欝わる号)

ハ第三段階

会計述語の統ーを図るc

〈三〉その地所見

イ問題の適時迅速なる処理

現在暫定措量として西部会のみ設けられて

いるが、緊急に審議を要する問題があるか

ら、これに拘泥せず迅速な研究を要する。

例 a減値償却制度の改善

b公的金業の会計事j震の研究(国鉄、大

蔑三現庁、電気、ガス業等)

c内部会計制度、監査役制定の改善〈黒

淳委員)

ロ原則問題審議の必要

問題が広汎交錯し、緊急の任務もあるが部

会毎の審議とする首に、なほ全体の原照的

問題を審議する必要がある。(上野委員長)

ハ正式委員会の設置

なるべく早く設置を要する。(上野委員長)

各省関在来の経緯もあるので、之を調整し

て、可及的速かに実現したい。(青島幹事)J 49) 

ここでは、商工省標準財務諸表準期、全董院統

一財務諸表草案等の我が国の会計制度についても

再度、講査研究し、連結財務諸表、資産再評額、

公金業会計等をも視野にいれ、全業会計票則を作

或せんとする姿勢を読み取ることができるc

49) I第二国部会長連絡会議J
黒淳文庫呂録E第一次史料II-3-14 

-14一戦後における会計銭度の近代化(そのー)

「第三田部会長連絡会議

昭和23年9丹24B 於安本長官々邸

出席委員 上野、黒淳、内田、太田、村瀬、

構本、中吾、鍋島、小高、伊原c

議事

( 1 )恒久的機関設立の問題(法案要綱の作成)

(2)各部会の運営について

(3)定期的会合の設置についてJ50) 

黒i畢清教授は、議題(1 )の法案要綱の原案を

作成した旨、次の記録を残しているa

「会計基準法草案のたたき台になった第一草積

は、上野先生の命によってわたしが書いたもので、

会計基準及び教育会議 (5月比B) に先だっ数ヶ

男前のことだったむ………会計基準草案の総剥誌、

今日の金業会計原則の一般原期に相当する規定か

ら成っていた。J51) 

金業会計原賠の一般原期の構想、は、黒津清教授

によって金業会計基準法の草績の中で作成された

たものであり、我が国で最初の会許原則とも言え

る昭和9年8月の商工省臨時産業合理馬「財務諸表

準尉J~こは規定されていなかった。企業会計基準
法要縞案は、次回の第四回部会長達絡会議に於い

て提示された。

「第四国部会長達絡会議

昭和23年10月7日 於日銀

出産委員 上野、黒淳、岩田、内田、高議、

橋本、鍋島、佐藤、酉野。

議事

(ー〉全業会計基準法要綱案

(二〉草案作或のための小委員会設震に関する件J52) 

企業会計基準法要綱について、黒津清教授の草

50) I第三国部会長連絡会議」
黒i事文産吾録証第一次史料II-12-9 

51)票i宰清「史料:呂本の会計部度く 2>J r金業会
計j中央経済社昭和54年 2月 98頁

52) I第四国部会長連絡会議J
黒揮文章吾録E第一次史軽II-12-9 



議案の提出を受けて、小委員会を設置し、その中

で具体的に検討されることとなった。金業会計基

準法要諦草案〈未定稿)の作或日は、第四国部会

長連絡会議の前Eである昭和23年10月68付けと

なってお号、黒淳清教授の草案を示すと次の通り

であるむ

「説、 金業会計基準法要綱案(未定穣)

二十三・十・六

(法律の目的〉

一、この法律は、金業の会計制震を改善統一し、

これ』こ関する行政の綜合蕎整と教育の普及

発達を図り、もって我が国経済の健全にし

て民主的なる発展を促進することを巨的と

する。(全業会計の理念及び基準)

一 (一)金業の会計組織は、企業の経理状態
及び経営成績を正確明療に表現する

ものでなければならない。

(二)企業者は、この法律の自的に従ひ、

その財務諸表が企業の信務の状況を

正確明療に表現するように努めなけ

ればならない。

(四)空自〈注引用者)

(五)空白〈注引用者)

(定義)

一、(ー)この法律において、企業とは自己の

計算において経済上の事業を営む者

をいう。

(二)この法律において、封務諸表とは、企

業の財産自録、貸借対顎表、損益許算

書、仕入張、在訳帳、原信計尊書、そ

の勉企業の封務に関する語表をいう。

〈企業会計委員会の設置〉

図、企業会計委員会は、内閣総理大臣の管理に

属し、総理庁に量く。

〈メモ、委員会規刻ハ別ニ定メルむ委員会

規則ハ一般拘束力ヲ有シナイ。一般効力ヲ

与エルニハ法律ヲ必要トスル。〉

(委員会の所轄事項)

五、(ー)企業の会計制震の改善発達に関する

事項。

(二)金業の財務諸表の様式統ーに関する

事項。

(三)企業の会計制度に関する行政の綜合

調整に関する事項。

(匝)金業の会許制度の調査研究に隠する

事項。

(五)企業の会計制度に隠する教育内容の

基準に関する事項。

(六)企業の会計に対する監査のうち、加

に定むる政令によって措定する監査

の基準に関する事項。

(七)その飽法律に基きその権援に属する

事項。

(委員会の上申及び勧告)

(委員会の意晃聴取)

〈公聴会)

(資料等の要求)

(委員)

金業会計委員会は、委員 人を以て組識する。

委員は企業会計制度に隠し、学識経験ある者及び

関係各省の宮吏のうちから、内関総理大臣が任命

する。

委員の任期は、三年とする。担し、特別の事由

がある場合においては、任期中に解任することを

妨げない。委員の給与は、致令で定めるc

(委員長)

十一委員長は、委員のうちから、内閣麓理大芭

が命ずるむ...・H ・..J匁)

黒津j膏教授は、企業会計の理念として、「企業

の経理状態及び経営成績を正確に表現する。Jこ

とにあった。さらに、金業会計委員会は、「総理

庁Jに設量し、財務諸表は、当初財産自録、貸借
対照表、損益計算書、原信計算書、その他につい

53) f謡企業会計基準法要綱案(未定稿)J
黒津文庫呂録E第一次史料II-3-4 
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て、会議の中で修正している。(注、修正文は、

黒津清教授の手書き修正である。)

緩いて、黒津清教授は、第一回小委員会〈昭和

23年10月14日)に於いて、金業会計基準の一般原

則として七原周を示したが、その議事録より明ら

かにする。

「第一居小委員会

昭和23年10月14日 於日銀

出庸委員 上野、黒津、岩田、内田(代理)、

を藤、鍋毒。

議事

金業会計基準法要綱案審議

(一〉本法の自的

(二〉全業会計の基準について(七票尉)

(三〉所轄事項についてj鉛

第一田小委員会で示された黒沢溝教授の七原則

の自筆の原績は、我が罰で最初の七原賠であ号、

現在のー毅原期として確定するまでには幸子余曲折

の過程を経るのであるo 大変重要な企業会計の基

準案のためその全文を示すこととするむ

「金業会計の基準

〈七原期) 黒淳委員案

一企業は発生主義の原民によち金業の財設状態
メモ{真実な}

及び経営成績に関する宥効な財務報告をし

なければならまい。

二金業会計は資本に関する取引と寂益に関する取

51とを明瞭iこ区分して記録しなければならない。

三金業の凡ての取引につき信頼しうる歴史的記

録を作り、資本と収益の必要な区分を保持し

うるように経理されなければならない。

西財務諸表は資本収益と営業収益とを区分し、

利害関孫者に凡ての重要な会計事実を公示し

なければならないc

五営業収益は財貨の販責又は役務の提供によっ

て実現したもののみが、記載されなければな

らないc

54) I第一面小委員会J
黒罪文庫目録E第一次史科11-12-9 

-16一戦後における会計制度の近代化(そのー)

六会計処理の基準は各機関を通じて接続的に適

用されなければならない。

七企業に損失を及ぼすおそれある偶発的項巨は

これを適当な科自を以て財務諸表に公示しま

ければならない。」部

この金業会計の基準に於いて、(一)発生主義、

財政状態及び経営成績、(二)資本取引と収益取

引の明瞭な区分、〈三)凡ての取引にる信頼しう

る歴史的記録、(三)利害関係者への会計事実の

公示、(囲)営業収益は実現したもののみ記載、

〈五)会計処理の継続的適思等は、過去の我が国

の会計基準の申にみることが出来ない全く新しい

基準である。これこそ欧米諸外国の会計原期を取

り入れた基準である。

この草案について、黒津清教授は、(一)につ

いて当初「有効なJからメモ書きにて「真実なJ
へと記載されており、後に研究する rSHM会計

東関jから多くが引用されたものと考えるD

さらに、小委員会の会議を経るに従って、この

七原期が五原期へと変更されていくのである。それ

では続いて小委員会の審議経過を追うこととするc

「第二田小委員会

昭和23年10月28日於日銀

出産委員会上野、黒淳、岩司、内田(代理)、

佐藤、鍋島。

議事

(一〉各委員より会計原則について累案提出

(二〉討議及び原案の整理j掛

第二回小委員会で各委員から提出された会許京

刻の原案は存在しないが、次の「金業会計基準法

(試案)Jとしてまとめられ、第一案、第二案の両

案が公表された。

「企業会計基準法(試案〉

55) I金業会計の基準J(七原則} 黒葎委員案
黒i宰文車目録E第一次史料11-3-2 

56) I第二題小委員会J
黒津文庫吾録E第一次史耗11-12-9 



BB和23年10丹27日(経本、財全)

ー〈法律の目的)

この法律は金業会計が、その機能と使命とを

遣憶なく発揮し得るようにその基準を確立し

維持し、これに関する行政の接合調整と教育

の普及発達を図り、以て我が国経済の健全にし

て民主的な発展を促進することを巨的とする。

二(金業の使命〉

第一案…・・-

第二案・・・・・・..，

三〈企業の会計処理の態度)

金業は、前条の費命に治うためには、第五条

に掲げる金業会計の基準に尉り、法令の規定

に従って、常に整然旦つ明確なる会計の処理

をしなければならない9

西〈政宥の態度)

〈第二案)

三〈金業会計の基準) (第一案の五)

国〈企業の会許処理の態震及び政府の態度)

五{企業会計の基準〉

①企業は、その財政状態友び経営成額に隠す

る真実な財務報告を作らなければならない。

真実性

②企業凡ての取引につき、その発生に従って

信頼し得る記録を作り、これに基いて資本

と叙益との区別を明確にして怠かまければ

なら会い。 発生主義

③金業は、財務諸表によって、利害関集者に

凡ての重要な会計事実を会示しなければな

らないG 尚財務諸表においては、資本収益

と営業~又益とは区別して記載されなければ

ならない。 公開

③企業の会首延理の基準は、各期障を通じて

継護的に適用されなければならないc

継続性

注、黒沢渚教授のメモ書き

( 1 )全業会計はすべての車引につき正確な記

録を行いこれを適正に整理して財設内容

と経営成績の信頼し得る情報を提供する

ものでなければならない。

( 2 )全業会計は、適正なる会計原則に準拠し

て処理されなければならないc

( 3 )金業会計は、その会許原則及び手続を毎

期継続して適用し、みだりにこれを変更

しではならないむ(継続性)

( 4 )慰務諸表は利害関孫者が必要とする靖報

を明瞭に記載し、金業の状況に関する判

断を誤らしめるものであってはならないc

(明瞭性及び ) 

六(定義〉

この法替において、金業とは、岳己の計算にお

いて経済上の事業を営むものをいう。

この法律において、信務諸表とは、企業の財産

自録、貸借対照表、損益計糞書、及び営業報告書

をいう。

この法律において、会計諸表とは、財務諸表の

外、原慣計算書その他金業会計に関する諸表をい

つむ

(注、黒津清教授の自筆メモ)

( 1 )金業会計はすべて会計学の京理に従わな

ければならない。

( 2 ) 。 秩序整然たる帳蕎を具え

( 3 ) 

真実明瞭な歴史的記録を作らなければな

らない。

今 決算毎に会計諸表を作り、

真実明瞭な報告をしなけれぜならないむ

七{委員会の設量}

入〈委員会の所轄事項)

九〈審議会への諮問)

十(委員会規則)J開〈注 引用者により第二案、

三及び酉の条文頼序を変更)

全業会計の基準は、当拐黒津語教授の原案は七

票到であったが、ここでは四原則に変更され、真

実性の原則が一番に取り上げられている。また、

メモ書きも西原則となり、一般原則がGHQの指

示によって作成されたのではなく、我が国の会計

学者の真剣な議論から形成たことを議事録より読

57) I企業会計基準法J(試案)昭和23年10月27日
(経本、財企〉黒揮文庫目録E第一次史料ll-3
-6 
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み取ることができるo

次の第三国小委員会では、金業会計の基準は五

項目とし、正規の薄記の原則が追加されて小委員

会案の最襲決定となるのである。

「第三匝小委員会

昭和23年11月4日 於日銀

出席委員 上野、黒淳、岩田、内田(代理)、

を藤。

議事 企業会計の基準五項目を小委員会案として決定j翻

決定された企業会計の基準五項昌は、次に掲げ

る通りである。

「企業会計の基準

(23、11、4経本、財企)

一、企業会計は、企業の財政状態及び経営成

積;こ関して、真実な報告を提供するもの

でなくてはならない。

二、企業会許は、正規の会計震尉に従って処理

きれなければならない。

三、金業会計は、すべての車引につき、正規の

帯記の原賠に従って正確な会計帳簿を作製

しなければならまい。

陸、金業会計は、財務諸表により、利害関係人

iこ対して必要な会計事実を明瞭に表示し、

金業の状況に関する~J断を誤らせないよう

にしなければならない。

五、企業会計は、その処理の原尉及び手続きを

毎期継続して適用し、準ちにこれを変更し

てはならない。」制

第三屈を数えた小委員会の f企業会計の基準j

は、第五回部会長連絡会議に於いて「企業会許基

準法J(違絡会議試案)剖として提出された。

58) I第三回小委員会j黒i畢文庫目録歪第一次史料
自-12-9

59) I企業会計の基準J(昭和23年目丹 4日 経本、
封企)黒葎文庫目録E第一次史耗II-3-2 
60) I金業会計基準法J(連絡会議試案)昭和23年11
月4巨 〈経本、貯金)黒i華文章自録E第一次
史料立-3-7 

-18一戦後における会計額度の近代化(そのー)

「第五回部会長連結会議

昭和23年11丹118 於日銀

出庸委員 上野、黒淳、岩田、内田(弐理)、

太田、佐葉、橋本、金子。

議事

(ー)財務諸表の範囲について

(二〉小委員会東案として慰務諸表のシステム

を次の知く決定s 貸借対照、表、損益計糞

書、営業報告書、利益延分案。J61) 

ここでは、財務諸表のシステムとして、昭和23

年10月278付け企業会計基準法〈試案)で規定し

た財務諸表の定義に対して、新たに「利益処分案j

が追加された。

この原案がそのまま金業会計原賠に受け継がれ

ていくのであるむ

第六回部会長達絡会議は、「会計基準委員会」

の設立が議題として取り上げられ、会計の近代化

の方向が示されることとなった。

「第六回部会長達絡会議

昭和23年11月19日 於日銀

出席委員 上野、黒罪、岩手、内田(代理)、

太田、金子。

議事

(ー〉企業会計基準の確立と維持のため恒久的

な委員会を設置する必要について。

(二〉会雷原則と財務諸表の関係についてc

(三〉会計士管理委員会との懇談j僻

第六掴部会長達籍会議では、欧米諸外国の会計

基準を参考に、我が国の金業会計の方針を示し、

会計髄度の改善のために恒久的な会計基準委員会

の設置の必要性を訴えた。特に我が国の会計制度

の反省から広い視野にたち、将来を展望した黒津

清教授の姿が見えてくるのである。

61) I第五回部会長連絡会議j累津文庫目録立第一
次史料n-12-9 
62) I第六回部会長連絡会議j
黒i畢文庫目録E第一次史料n-12-9 



「金業会計基準の確立と維持のために笹久的な

委員会を設置する必要について

一、日本の統計制度の近代化を図るために統計

委員会を設けたのと署々同様の理由で、日

本の企業会計制度の近代化を実現するため

に恒久的な委員会を設量する必要があるD

金業の会計基準 (AccountingStandards) 

或は会計原則 (AccountingPrinciples) を

{乍って、これを民間に宣伝するだけで目的

を達することができるものとすれば、恒久

的な委員会の代わりに民間団体を組織し、

自由意志にまかせてもよいだろう。………

二、金業会許制度の改善については、自本でも

一九三二年頃からCommitteeon Financial 

Management of Business Enterpriseという

国葬が作られ、財務諸表準員UStandards

Methods of Preparation of Financial 

Statementsその飽の会計基準を作或して発

表したのであるが、この委員会には何等の

Authorityも与えられていなかったので、委

員会の努力に不持、{可等の効果もなかった。

また英国のCompaniesActs 1929を模範と

して日本の商法中に会計に関する規定を前

記の財務諸表準期に基いて改正すべくこの

委員会が政府に意見具申をしていたのであ

るが、この委員会がAuthorityを持ってい

なかったため無視されたのである。

三、合衆国でさえも会計制震の改善試決して民

問団体だけに笹せられているわけではな

い。AmericanInstitute of Accountants、商

業会議所、 TradeAssociation等の民間団体

が会計制度改善に童くした功壌は大である

1;人 FederalReserve BoardやInternal

Revenue BureauやSecuritiesand Exchange 

Commissionのような有政機関の協力や指

導に侯たなかったならば、恐らく今日程の

成功は見なかったろうむ

殊にS，E，Cが会計士監査FinancialAudit by 

Independent Public Accountant に対して

Regulationを却えるようになってから、米

国でも会許基準が真剣に研究されるように

なったのである。そしてS，E，C辻、公認会

計士の監査の基準として幾多のS，E，C、

哀uleを設けて会計原則の維持に当っている

このような米国の制度にならって、日本の

企業会計事j震を改善したいと考えている

が、 B本には有力な民間団体がなく、また

急に会計事i変改善のために民間団体を組識
しようとしても現状ではできない相談であ

り、これを畏聞の自由意志だけに任せてお

いては非常に困難である。-

回、またE本では公認会計士制度もでき、証券

車引委員会は設けられ機講や形式はある

が、この内容をつくる機関を作らなければ

ならないa 知論、会計基準や監査基準をそ

のまま法律に制定しようとするのではな

い。会計基準や監査基準は公認会許士市j震

や証券取引委員会等で維持して行かせた

いG また教育を通して普及して行きたいの

であるo

以上によって明らかなようにE本の環状に

おいて会計基準を確立し、これを誰持する

ためには恒久的委員会を設置しなくてはこ

の自的は達せられない。」剖

黒j華清教援等は、「企業基準法J(試案)及び
f企業会計基準の確立と維持のために恒久的な委

員会設立する必要について」の要望書を携えて、

とり急ぎ関係各庁との打合会を実施し、その記録

が次の通り残されているD

f関係各庁との打合会

昭和23年11丹22司 於安本j剖

上記、関孫各庁との打合会の結果について、そ

の内容は記録されていないが、今後の対応策を検

討するため、その3日後には、第七回部会長連絡

会議が次の通り関寵されているc

63) I企業会許基準の確立と護持のために恒久島な
委員会を設置する必要についてj

黒i華文庫目録E第一次史料II-3-11 
64) i関係各庁との打合会j 昭和23年11丹22司
黒津文庫目録E第一次史軒II-12-9 
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f第七田部会長連絡会議

昭和23年11月25自 於巨銀

出庸委員 上野、黒淳、岩田、内田〈代理)、

太田、金子邑

議事

(ー〉企業会計基準法要綱案の審議

(二〉金業会計濠馬と封務藷表との関係について

(三〉金業会計基準の確立と維持のための権摂

を経済安定本部に与え旦っこれに調査諮

問機関を慰置する必要について」掛(鐸点

引用者〉

上野道輔委員長、黒揮清教授等の企業会計基準

法の法制北及び会計基準委員会を経済安定本部に

設置しようとする大きな努力が払われたにもかか

わらず、実環しなかったのであるo黒津清教授は、

その在合会の経過を錆護に記諒に残している。

f会計基準法の草案は、後に経済安定本部の金

業会計制変対策調査会の事務罵でまとめ、調査会

で討議の上、安本幹部会〈経済安定本部長官、副

長宮、各昂長および財政金融局企業課長出霜)に

提出された。関係各省庁〈大蔑省、法務庁、通産

省など)の諒解もとれたのであるが、ついに国会

提出の運びにいたらなかったj掛

第八回部会長連絡会議から貸借対照表及び損益

計算書の検討に入るため、「戦後における会計艇

度の近代化J(その2)で考察し、ここでは、次に、
経済安定本部の設置及びその動向について考察

し、会計基準法の草案が何故国会提出に至らなか

ったのかその社会的背景を明らかにする。

V経済安定本部の設置とその動向

経済安定本部の設量は、次に掲げる経過を経て

制定された。

65) i第七回蔀会長連絡会議j
黒揮文庫目録E第一次史料II-12-9 

66)黒揮清「史料:日本の会計制度<2 >J r金業会
計j中央経梼杜昭和54年 2月 98頁

-20一戦後における会計制度の近代化(そのー)

「昭和21年3月I吾、政府は f経済緊急対策本部
設置の件jを隠議決定して金融緊急措置を中心と

する経済危機緊急対策の実施を統一的に誰進する

致房機関の設震を決定した。

ところが司令部経済科学局では同じ頃、経済危

機に対処するための強力な行政機関薪設の構想が

あり、三月二E経済科学馬から試案という形でそ

れが示され、以降新設機関の設量について具体的

折衝に入った。司令部内では当時、日本の経済危

機を克服するためには物傭統制をはじめとする経

済統艇の強化が必要であるとして、そのために

f経済的金匿及統制ニ関スル誌テノ政策事項ニ村
最高ノ権謀ヲ有jし、かつ f日本健ハソノ頭脳ノ

総力ヲ集中シ将来ノ経済安定ヲ策定スベキj経済

安定本部の設置が期待されていたのである。J67) 

その結果、経済安定本部は、次の条件によって

設量が認められたのである。

「内閣審議室を担当とし襲戦連絡事務局を通じ

二ヶ月にわたる折衝の後、二一年五丹一七日付覚

書 (SCAPI詩第九六O号)により奇令部は一年を

限って経漬安定本部の設量を承認し、詞時に f連
合国最高司令官は、経済安定本部の一切の行動に

対し審議及び監督権を留保jし、 f垣内経済をあ

る程度安定せしめ、生産を再開せしめんとする最

初の実質的試みに対して重大な示俊を与える』旨

声明した。

また f存続期間を一年に制捜したのは、安定本
部の持つ強大な権限が非民主的な方向に行使され

る危険があるためで、民主主義的政府の中ではこ

のやうな毘棒に対しある程度の安全措量を吾、要と

したからであるjとの説明があった。j掛(務点引

用者)

経済安定本部は、昭和21年5月17日より 1年を

67)大蔵省財政史室 f昭和財政史ー襲戦から講和
まで-J東洋経済薪報社昭和52年5月 397頁

68)大蔵省財政室 向上書 398頁同様の説暁は、
次の資料にも記載されている。 通高産業者編

集 「高工政策史 第三巻行政機構J 商工政
策史刊行会昭和37年3J3 誕8頁



誤度、即ち昭和22年5月16自迄として認可された

機関であったc

その結果、昭和22年5月には改組され、経済安

定本部の機構は縮小され、更に 1年を誤震として

継続されることとなった。

その当持、経済安定本部が更新された経緯につ

いて、次の通り記録されている。

「経境安定本部は、二二年五月改組の際、なお

この時点から一年間の臨時官庁であることが規定

されていたc 翌二三年二月設置された臨時行政機

構改革審議会は、芦田内障の下で、経清安定本部

の存続と性諮付けを議論し、さらに一年間の存続

を決定するとともに、六月三08r最終報告及び
勧告jにおいて、副長官を一人にし総合調整委員

会を廃止する等を答申し、希望条件のーっとして

百十画と実施との豆分を明瞭ならしめ、需者の権

謀と責任の範囲に付き混請を来さぬようtこするこ

とiが明記された。諒合調整委員会は、都寵爵委
員長選任(昭和23年4月30日〉後、麗委員長を量

かず実糞上機能を樺止した。J僻(傍点引用者)

再度にわたって、経済安定本部は、昭和23年5

月まで延長されたが、その機構は大幅に縮小され

ることとなったD また、昭和23年4月308以捧辻、

副委員長も量かず、暴言合調整委員会も礎止し、実

費的に機能は停止していたのである。この状況下

にあって、昭和23年11月22日に上野道輔委員長等

によって、関係各庁との打合せが実施されている

のである己その結果、実質的機能を失った経済安

定本部は、 f昭和24年6月1目、全般的な護構改革

に祭し、経済安定本部の機構は整靖縮小さ紅た。

(昭和23年5月31自法律第164号経済安定設置法)J 70) 

経済安定本部の名前は存続することとなった

が、その権践と機能は大幅に続小され、昭和27年

8月18に麗止(昭和27年7月318法律第284号)さ
れた。 71)

69)大蔵省財政室 向上書 403頁
70)大産省財政室詞上書 403頁

71)大義省財政室 河上書 408真

我が冒の f企業会計原期jが経済安定本部企業

会計制度対業調査会中間報告として公表されたの

は、昭和24年7月9日であり、経i斉安定本部はその

機能を喪失していたものと考えるD その結果、我

が国の会計基準法の草案が法制化に至らなかった

最大の原田がここにあると考える。黒j華清教授が

範とした「統計法Jは、昭和22年3丹268法18号
で法髄化され、経済安定本部が設置された当初の

一年間の関に髄定され、また「証券取引法jは、

昭和23年4丹13自に法能化されており、最初の経

済安定本部の更薪された期限の昭和23年5月31日

の終了期に当っていたのである。

百まとめ

第二次世界大戦による敗戦の結果、我が国の経

済は混乱し、焦土と化した都市の再建に取りかか

ったc 我が罰経済の再建は、 GHQによる財閥解体

に始まり、金業の再建こそ基本であると考えられたD

その結果、戦時の軍書産業から平和産業への切

り替えが実施され、第二会社の設立と18企業との

分離が麗られた。

GHQは、その過程で、財務諸表の標準化を確

立すべく、 f工業会社及ピ商事会社ノ財務諸表作成

ニ関スル指示書jを指定企業へ送村したのである。

金業会計制度対策調査会が、経済安定本部に設

置され、金業会計基準法の法制化に向けて上野道

輔委員長、黒淳清教授等の努力がなされたc

しかし、経済安定本部は、当初一年間を期限と

して、昭和21年5月1781'寸けで設置された。設置

期間を 1年に隈定したのは「安定本部のもつ強大

な権援が非民主的な方向に行使される危裁がある

ためj加としたのであるが、組織変更に伴なって、

再震一年間の顛限延長が実施されたが、その後は

殆ど経済安定本誌の機能を喪失していた。それ設、

全業会計基準法が法制化に至らなかったものと考

えるc

ここで、昭和23年8月298i企業会計制度対策

調査会」が設置され、部会規定を設けて審議が関

72)大蔵省財政室 向上書 398頁
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姶された。第一部会財務諸表の改善統一、第二部

会金業会計の教育、第三部会企業会計の監査基準

について、それぞれの譲査と基準の作成を担当し

た。 昭和23年7月28日第一回蔀会長連結会議が開

雀され、会計学説の開題がとりあげられ、今後、

上野道輔委員長及び岩田巌教授によって f日本独

自の立場に立ちこれに外国のものを参考として最

善のものを作るべきである。J73) とする基本方針
が決定された。

また、第二回部会長連絡会議のなかで、黒津清

教授は、 f日本の諸会社が現に費用せる財務諸表

につき、従来の商工省の標準封務諸表準則、企董

院の統一討務諸表草案の普及程度を調査し、旦つ

改善を要する点、を明らかにするoJ加とした。
黒i華清教授は、ともすれば、 GHQの一方的指

示によって金業会計原国が形成されたとの批判を

受けるとされるが、会計原則の影成過程よりこの

批判は決して正しくないことは明らかである。

さらに、委員会の数回にわたる審議の結果、企

業会計原則の一般原則が、「金業会計の基準Jと
して、七京則、五原則等に変更され、最襲的に現

在の七原則となっていることを知る。そこには、

歌米の会計原期が積極的に取り入れられ、我が国

の会計制度が近代化されていった過程を示してい

る証拠でもある。短期間に数多くの部会長連絡会

議、小委員会を需催することによって、金業会計

原則が完成の域にまで体系化されたのであるD

次号の「載後における会許制度の近代化J(そ
の二)において、企業会計原周一般票尉(七原尉)、

貸借対照表及び損益計算書等について考察しその

理論的背景を明らか;こする。
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斉野順子 fイギリス会計基準設定の研究j同文舘出張

平成18年3丹

田中弘 「イギワスの会計制度J-わが医会計制度と
の比較検討一中央経済社平成5年6丹

「第一回財務表標準化委員会記録j黒津文庫巨録E第一

次史科n-12-1 
「第一回部会長連結会議議事録j黒淳文庫呂録E第一次

史料n-3-13 
「第二国語会長連絡会議」黒罪文庫目録E第一次史料

n -3-14 
「第三回部会長達絡会議」黒葎文庫目録E第一次史料

n -12-9 
「第西田部会長連絡会議J黒津文庫目録E第一次史料
n -12-9 
f第五匝器会長連絡会議」黒善文庫呂録豆第一次史料
n -3-7 
f第六密部会長連絡会議J黒津文庫目録E第一次史料
n -12ー-9
7第七冨部会長連絡会議」黒淳文産呂録豆第一次史料証
12-9 

f第一回小委員会j黒津文産自録E第一次史料豆一12-9

f第二居小委員会J黒津文庫目録豆第一次史科n-12ー-9
7第三居小委員会j黒樺文庫目録豆第一次史料葺 -12-9
千葉準-r日本近代会計制変jー金業会計体髄の変遷一
中央経済社平成10年8月

通商産業省編集「商工政策史 第三巻仔政機講」蕗工

政策史刊行会昭和37年3月

膏国人造絹糸株式会社第58回 菅業報告書 昌昭和

二十一年八丹十-8 至昭和二十四年八月三十日

神戸大学経済萌究所 前屠致策罰究リエゾンセンタ一所義

「在、 企業会計基準法要綱案〈未定稿)J黒津文庫目録
E第一次史料n-3-4 
法務大臣官房司法法制謂査部司法法制課訳 「イギリ

ス会社法J-1948年法、 1967年法一法務資料408号

昭和43年9月

「報告ノタメノ指示書j黒薄文庫吾録E第一次史料n-14ー-9
阪本安一編著 rSHM会計原期解説」税務経理協会 招

和62年12月

吾本学街振興曾学術部 第八十陸回(経管経理) 小

委員曾 f第二曾社案ニ関スル意見書j黒津文庫百録
E第一次資料n-21-3 
百本学術振興曾学衛部経費経理 第八十四小委員会

「新18河勘定区分整理基準案j 昭和21年12月黒津文

庫目録E第一次史料n-21-1 
日本レイヨン株式曾社 第四十三屈報告書 営業報告

集或第五集マイクロフィルム版 誰松堂出稼平

成7年9丹

震光世 fイギリス会計基準の法的効力j大薮学院大

学論集第13巻第2号昭和62年4月

村瀬玄「企業会許原則制定の由来Jr公認会計士j第26
号公認会計士協会昭和34年1月

持株会社整理委員会 「宮本財閥とその解樫j 原書

房昭手D48年12月T.HSanders H.豆HatfieldU.説。or

“A Statement of Accounting Principles " 1938 

“豆esolution" to MrH. Ashida Prime Minister 

Dr抵 Ueno

Chair宜1anConference 

黒津文庫呂諒豆第一次史料n-12-2 
Eleanor M.Hadley “ANTITRむSTIN JAPAN" 1970小原

敬士、有賀美智子監訳 「日本の財閥の解体と再編

成j 東洋経溶新報社昭和48年3月
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